
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記成分、
　Ｆｅ：０．１０～０．４０ wt％、
　Ｓｉ：０．０３～０．３０ wt％、
　Ｃｕ：０．００４～０．０５０ wt％、
　Ｔｉ：０．０１～０．０５ wt％、
　Ｂ：０．０００１～０．０２ wt％、
　残部 :アルミニウムおよび不可避的不純物
から成るアルミニウム合金鋳塊を準備し、
　該鋳塊に温度３５０～４８０℃の均質化処理を施し、
　引き続き該鋳塊に、熱間圧延開始温度３００～４８０℃、熱間圧延終了温度２００～３
８０℃の複数パスの熱間圧延を施して、該複数パスはパス間時間を１０秒～１ .５分とし
て最終パス以前は再結晶させることなく熱間圧延し、最終パスの圧延率を５５％以上とし
て 該最終パスによってのみ該熱間圧延板の少なくと
も、深さ２００μｍから深さ８００μｍまでの間の表面層を再結晶させて、圧延方向の平
均再結晶サイズが５０μｍ未満、圧延方向に直角方向の最大再結晶粒サイズが１００μｍ
未満である再結晶組織とし、
該熱間圧延板に冷間圧延を施す、
ことを特徴とする平版印刷版用アルミニウム合金素板の製造方法。
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【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、必要な強度および均一な粗面化面が得られ、更に粗面化後にストリークスなど
による筋模様が実質的に観察されない均一な外観を持つ平版印刷版用アルミニウム合金素
板の製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、一般に平版印刷版用アルミニウム合金素板としては、０．１～０．５ｍｍ厚のＪＩ
Ｓ　１０５０等のアルミニウム合金薄板が用いられている。このようなアルミニウム合金
薄板は通常、半連続鋳造法により得られた鋳塊の表面を研削により除去し、均質化処理し
、熱間圧延、冷間圧延、中間焼鈍、および最終冷間圧延を経て製造されている。
【０００３】
このように製造された平版印刷版用アルミニウム合金素板は、その表面を機械的方法、化
学的方法、または電気化学的方法のいずれか１つまたは２つ以上を組み合わせた工程によ
って粗面化処理され、更に陽極酸化処理、必要に応じて親水化処理されて、平版印刷版支
持体とされる。更に、感光性物質を塗布して感光層が形成され、必要に応じて加熱バーニ
ング処理により感光層が強化され、感光性の平版印刷版が得られる。
【０００４】
次に、この平版印刷版に、画像露光、現像、水洗、ラッカー盛りなどを順次行う製版処理
を施すことにより、印刷原版が得られる。上記の現像により、未溶解で残存している感光
層は撥水性であってインキのみを選択的に受容するインキ受容部として画像部を形成し、
感光層が溶解した部分は感光層の下にあるアルミニウム合金支持体の表面が露出し、その
親水性により水受容部として非画像部を形成する。この現像処理においては、現像された
表面を目視観察して現像の良否を判定するため、この目視判定を妨げない均一性の高い表
面を持つアルミニウム合金素板が求められている。
【０００５】
印刷を行う際には、上記印刷原版の両端部を曲げ加工し、印刷機版胴の原版取り付け部に
くわえ込ませ、円筒状の版胴に固定する。したがって、平版印刷版用素板は、曲げ加工性
および版胴巻き付け性が良好であること、更に印刷中に曲げ加工部に亀裂が生じ難いこと
が必要である。
このように固定された原版面に湿し水を供給すると、感光層が除去され親水性の合金素板
表面が露出した非画像部のみに湿し水が保持され、撥水性の感光層表面が残存している画
像部には保持されない。この状態で原版面にインキを供給すると、画像部にのみインキが
付着保持される。画像部に付着保持されたインキは、更にブランケット胴に転写され、ブ
ラケット胴から紙面等の印刷対象面に転写され印刷が行われる。
【０００６】
印刷部数は例えば１０万部にも及ぶことがあり、平版印刷版支持体にはこのような多数回
の転写にも耐え得る性質すなわち耐刷性が必要である。同時に、上述の如く原版の曲げ加
工部に亀裂が生じることがなく、またバーニング処理して用いるものは耐力が高く原版が
版胴からずれることのないことが望まれる。更に、非画像部にインキが付着しないように
、湿し水を十分に保持する保水性が必要である。また、湿し水により非画像部に孔食が生
じると、印刷時に非画像部にインキが付着し、印刷物が汚れてしまう。したがって、印刷
中の汚れを防止するには、保水性と共に耐食性を確保することが重要である。そのために
は、電気化学的処理等の粗面化処理によって、優れた粗面の均一性と支持体の耐食性およ
び健全な陽極酸化皮膜を得る必要がある。
【０００７】
特公平５－２８１９号公報には、鋳塊の均質化処理として温度４６０～６００℃、望まし
くは５２０～６００℃で１時間以上保持し、熱間圧延においては数回以上の圧延パスによ
り再結晶・析出を繰り返し、３００℃以上で熱間圧延を完了し、冷間圧延においては中間
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焼鈍として４００～６００℃の所定温度に達した後５００℃／ sec 以上の急速冷却を行っ
て単体Ｓｉの析出を抑制し、インキ汚れの少ない平版印刷版用アルミニウム合金素板の製
造方法が開示されている。
【０００８】
特開平８－１７８９４９６号公報には、５００～６００℃で均質化処理を行い、熱間粗圧
延を４３０～４８０℃で開始し、複数パスにより繰り返し動的再結晶を起こさせ、３８０
～４３０℃で終了して板厚を１０～３５ｍｍにする。仕上げ熱間圧延は２６０～３５０℃
で終了して、微細再結晶組織を生成させることにより、露光・現像処理における可視画性
の良好な平版印刷版用アルミニウム合金素板を製造する方法が開示されている。
【０００９】
特開昭６２－１４８２９５号公報には、５００～６００℃で３時間以上の均質化処理を行
い、４３０℃以下になるまで５０℃／ｈ以下で冷却するか、または３５０℃～４５０℃で
３０分以上保持して、含有するＳｉをＡｌ－Ｆｅ－Ｓｉ化合物として析出させることによ
り単体Ｓｉの析出を抑制して、インキ汚れの発生を低減させ、かつ熱間圧延は４５０～２
００℃で行いパス間での再結晶粒が１００μｍ以上に粗大化することを防止して筋状ムラ
の発生を解消した平版印刷版用アルミニウム合金素板の製造方法が開示されている。なお
、熱間圧延後の中間焼鈍は、３５０～５００℃で２～５時間保持するか、あるいは連続焼
鈍炉で４００～５５０℃の温度領域を１２０秒以下で通過させる。
【００１０】
特開昭６１－２０１７４７号公報には、熱間圧延を４８０～５５０℃で開始し、３２０℃
以上で板厚２．５～３．５ｍｍで終了することにより、芯領域をストライプ状圧延組織と
し、感光層のバーニング処理後の強度低下を低減した平版印刷版用アルミニウム合金素板
の製造方法が開示されている。
上記従来の技術はいずれも、熱間圧延途中で繰り返し再結晶させることにより微細で均一
な結晶粒組織を生成させるものである。
【００１１】
従来から、特に平版印刷版用支持体は、電気化学的粗面化処理によって均一な粗面化面が
得られ且つ露光後の現像の良否判定を確実に行えるように、ストリークスなどによる筋模
様が実質的に観察されない均一な外観が要求されてきた。
近年、平版印刷版用素板に対してより高い品質が求められようになってきており、特に粗
面化面の外観についても更に一層高い均一性が求められている。
【００１２】
しかし上記従来の技術では、結晶粒組織の微細化・均一化に限界があり、粗面化面外観の
均一性を向上させることが困難であった。
【００１３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記従来技術の限界を克服し、結晶粒組織の微細化・均一化を促進し、特に粗
面化面の外観の均一性を向上させた平版印刷版用アルミニウム合金素板の製造方法を提供
することを目的とする。
【００１４】
【課題を解決するための手段】
上記の目的は、本発明によれば、下記成分、
　Ｆｅ：０．１０～０．４０ wt％、
　Ｓｉ：０．０３～０．３０ wt％、
　Ｃｕ：０．００４～０．０５０ wt％、
　Ｔｉ：０．０１～０．０５ wt％、
　Ｂ：０．０００１～０．０２ wt％、
　残部 :アルミニウムおよび不可避的不純物
から成るアルミニウム合金鋳塊を準備し、
　該鋳塊に温度３５０～４８０℃の均質化処理を施し、
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　引き続き該鋳塊に、熱間圧延開始温度３００～４８０℃、熱間圧延終了温度２００～３
８０℃の複数パスの熱間圧延を施して、該複数パスはパス間時間を１０秒～１ .５分とし
て最終パス以前は再結晶させることなく熱間圧延し、最終パスの圧延率を５５％以上とし
て 該最終パスによってのみ該熱間圧延板の少なくと
も、深さ２００μｍから深さ８００μｍまでの間の表面層を再結晶させて、圧延方向の平
均再結晶サイズが５０μｍ未満、圧延方向に直角方向の最大再結晶粒サイズが１００μｍ
未満である再結晶組織とし、
該熱間圧延板に冷間圧延を施す、
ことを特徴とする平版印刷版用アルミニウム合金素板の製造方法によって達成される。
【００１５】
　前記熱間圧延は、最終パスの圧延率を５５％以上とす 前記再結晶組織は、圧延方向
に直角方向の最大再結晶粒サイズが１００μｍ未満であ
　本発明による方法の特徴の一つは、鋳塊の均質化処理を従来よりも低温の３５０～４８
０℃で行うことである。この均質化処理により、鋳造時に過飽和に固溶した合金元素が微
細な金属間化合物となって均一に析出する。均一に分散した微細析出物は、熱間圧延によ
り導入された転位を補足するピンニング効果があり、熱間圧延途中のパス間で起きる回復
・再結晶過程の進行を阻止あるいは遅延させる作用がある。微細析出物の均一分散による
転位のピンニング効果は、熱間圧延最終パス後の表面層における再結晶粒組織の均一微細
化をも促進する。
【００１６】
本発明による方法のもう一つの特徴は、熱間圧延途中での再結晶を実質的に起こさせず、
最終パス後にのみ再結晶を起こさせることである。一般のアルミニウム合金で通常の熱間
圧延工程において発現する再結晶は、実質的に圧延パス間での静的再結晶である。上述の
均一分散した微細析出物は、パス間での再結晶の発現を有効に阻止する。これにより、熱
間圧延工程全体に渡って材料中に導入された加工歪みは最終パス後まで蓄積保持され、こ
の状態で最終パス後に一気に再結晶が発現し、極めて微細で均一性の高い再結晶粒組織が
生成する。
【００１７】
従来は、熱間圧延途中での再結晶をむしろ積極的に発現させ、パス毎に再結晶を繰り返さ
せることによって、最終的に均一微細な再結晶粒組織を生成させていた。しかし、近年の
高品質化の要請を満たす程にはストリークスあるいは筋模様を解消することができなかっ
た。その理由は、以下のように考えられる。
すなわち、パス毎に再結晶を起こさせるということは、１つのパスで導入された加工歪み
がその都度再結晶によって解消されることであり、大きな歪みが形成されることがない。
圧延により材料中に導入される歪みは巨視的には均一であっても、微視的あるいは個々の
結晶粒について見れば不均一であり、結晶粒オーダーの領域毎に歪み量が異なる。したが
って、巨視的に見れば十分再結晶を起こさせるに足る量の歪みが付与されるはずであって
も、結晶粒オーダーの微視的領域毎に見れば再結晶に必要な歪みに到達しない領域が残る
ことがあり得る。また、鋳造時のミクロ偏析により、再結晶温度が高い領域すなわち再結
晶の発現に大きい歪みを要する領域や、周囲よりも強度が高く変形し難い領域すなわち歪
みが導入され難い領域が材料内部に散在している。このような微視的な歪みの不均一性と
材料組織の不均一性とが重なった領域の存在することによって、熱間圧延最終パス後にお
いて粗大な再結晶粒と微細な再結晶粒が発現し不均一な再結晶組織を形成し、その後の冷
間圧延によって圧延方向に延びた直角方向の巾の不揃でしかも長大なストリークスあるい
は筋模様として残存する。
【００１８】
本発明の方法においては、熱間圧延途中での再結晶を実質的に起こさせず、各パスで導入
される加工歪みを解消させることなく最終パス後まで蓄積保持することにより大きな歪み
を形成することができ、上記のように微視的な歪みの不均一性や材料組織の不均一性があ
っても、特に熱間圧延板の表面層において、どの領域にも均一微細な再結晶を発現するの
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に十分な量の歪みを付与することができ、均一微細な再結晶粒組織が得られ、ストリーク
スあるいは筋模様を著しく低減できる。
【００１９】
本発明によれば、熱間圧延パス間での再結晶の発現は、上述したとおり微細析出物の均一
分散により阻止できるので、熱間圧延工程自体には特別の変更を加えることなく、従来ど
おりの熱間圧延工程で良い。パス間時間が余り長くなり過ぎないように管理する必要はあ
るが、これも材料温度を確保するために従来から行っている程度の管理で十分であり、実
質的に管理事項が増加することはない。
【００２０】
このように本発明は、従来より低温で均質化処理を行って金属間化合物を均一微細に分散
させ、この状態の鋳塊を熱間圧延して、従来はむしろ積極的に利用されていた熱間圧延途
中での再結晶の発現を従来とは逆に阻止し、最終パス後に一気に再結晶を起こさせるよう
にした。これにより、特に熱間圧延板表面層において、圧延方向に直角な方向の平均粒径
が５０μｍ未満という極めて微細で且つ均一な再結晶粒組織を容易に得ることができ、こ
れに通常の冷間圧延を施すことにより、粗面化面外観の均一性が極めて高い平版印刷版用
アルミニウム合金素板を製造することができる。
【００２１】
【発明の実施の形態】
先ず、本発明におけるアルミニウム合金の成分の限定理由を説明する。
Ｆｅ：０．１０～０．４０ wt％
Ｆｅは、Ａｌ－Ｆｅ系およびＡｌ－Ｆｅ－Ｓｉ系の金属間化合物を形成させ、、強度を付
与すると共に、鋳造組織の結晶粒を微細化するために必要な元素である。Ｆｅ含有量が０
．４０ wt％を超えると、Ａｌ－Ｆｅ系およびＡｌ－Ｆｅ－Ｓｉ系の粗大な化合物が形成さ
れ化学的性質の局所的不均一が顕著になり、電気化学的粗面化面のピット形状が不均一に
なる。また、Ｆｅ含有量が０．１０ wt％未満になると、鋳造組織の結晶微細化効果が得ら
れず、粗大な結晶粒の存在により電気化学的粗面化面の外観均一性が損なわれる。また、
Ｆｅは通常アルミニウム合金中に不純物として含まれる元素であり、Ｆｅ含有量を０．１
０ wt％未満にすることはコスト上昇になる。
【００２２】
Ｓｉ：０．０３～０．３０ wt％
Ｓｉは、Ａｌ－Ｆｅ－Ｓｉ系の金属間化合物を形成させ、強度を付与するために必要な元
素である。Ｓｉ含有量が０．０３ wt％未満ではこの効果が不足する。一方、Ｓｉ含有量が
０．３０ wt％を超えると、Ａｌ－Ｆｅ－Ｓｉ系の粗大な金属間化合物が形成され、電気化
学的性質の局所的不均一性が顕著になり、電気化学的粗面化面のピット形状が不均一にな
る。更に、単体Ｓｉが生成して非画像部のインキ汚れを助長するので、好ましくない。ま
た、Ｓｉは通常アルミニウム合金中に不純物として含有される元素であり、Ｓｉ含有量を
０．０３ wt％未満にすることはコスト上昇になる。
【００２３】
Ｃｕ：０．００４～０．０５ wt％
Ｃｕは、電気化学的粗面化に大きく影響する元素である。Ｃｕ含有量が０．００４ wt％未
満であると、電気化学的粗面化面のピット密度が高くなり、ピットサイズが小さくなり過
ぎたり、ピットが歪んだりしてしまう。一方、Ｃｕ含有量が０．０５ wt％を超えると、電
気化学的粗面化面のピット密度が低くなり、ピットサイズが大きすぎたり、未エッチング
領域（粗面化未了部）が残存したりする。その結果、非画像部の保水性が損なわれ、印刷
中のインキ汚れが増す。
【００２４】
Ｔｉ：０．０１０～０．０５０ wt％
Ｔｉは鋳造組織の結晶粒微細化に有効である。そのため、鋳造に際して割れ発生の防止に
有用であり、また鋳造組織の結晶粒粗大化に起因する粗面化面のストリークス発生防止に
有効である。更に、Ｔｉは電気化学的粗面化に大きく影響する元素である。Ｔｉ含有量が
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０．０１０ wt％未満であると、鋳造組織の結晶粒微細化効果が少なく、電気化学的粗面化
面のピット密度が低下し、均一な粗面化面が得られない。一方、Ｔｉ含有量が０．０５０
wt％を超えると、鋳造組織の結晶粒微細化効果が飽和してしまうばかりでなく、逆にＡｌ
－Ｔｉ系の粗大な化合物が形成され、鋳造組織の結晶粒が不均一になる。また、電気化学
的粗面化面のピット密度が高すぎて、ピット形状が歪んだり、全面溶解型の粗面化面にな
ってしまう。その結果、非画像部の保水性が損なわれ、印刷中のインキ汚れが増す。
【００２５】
Ｂ：０．０００１～０．０２０ wt％
Ｂは、Ｔｉと共に添加され、鋳造組織の結晶粒微細化に有効である。その効果はＴｉのみ
を添加した場合よりも高い。Ｂ含有量が０．０００１ wt％未満であると、この効果が少な
い。一方、Ｂ含有量が０．０２０ wt％を超えると、鋳造組織の結晶粒微細化効果が飽和し
てしまうばかりでなく、逆にＴｉ－Ｂ系の粗大な化合物が形成され鋳造組織の結晶粒が不
均一になる。その結果、ピット形状が歪み、非画像部の保水性が損なわれ、印刷中のイン
キ汚れが増す。
【００２６】
不純物としては、Ｍｇ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｚｒ、Ｖ、Ｚｎ、Ｎｉ、Ｇａ、Ｌｉ、Ｂｅ等の元素
が含有されることがあるが、含有量が各々０．０５ wt％以下程度の微量であれば本発明に
よる効果に大きな悪影響は及ぼさない。
本発明においては、熱間圧延板の表面層の再結晶粒組織を以下のようにして制御する。
【００２７】
除滓処理等を施して溶製した前記組成のアルミニウム合金を常法により鋳造して鋳塊とす
る。鋳造法は特に限定しないが、半連続鋳造法が望ましい。鋳塊の厚さも特に限定はしな
いが、通常は５００～６００ｍｍ程度である。
鋳塊の表面を面削した後に、３５０～４８０℃の温度に加熱保持することにより均質化処
理を行う。均質化処理の保持時間は３０分～１２時間程度が適当である。前述のように、
均質化処理が従来よりも低温である点が本発明の一つの特徴である。この低温均質化処理
中に、鋳造中に過飽和固溶していた合金元素が金属間化合物として均一微細に析出し、後
の熱間圧延工程において加工により導入された転位を補足するピンニング効果により熱間
圧延途中での再結晶の発現を阻止する。均質化熱処理温度が３５０℃未満であると、金属
間化合物の析出が不足する。一方、均質化熱処理温度が４８０℃を超えると、昇温中に析
出した金属間化合物が再固溶してしまい、転位補足に有効な微細な金属間化合物が減少し
、熱間圧延途中での再結晶の発現を確実に阻止できないため、最終パスでのみ再結晶を起
こさせて熱間圧延板表面層に微細な再結晶粒組織を生成させることができない。均質化処
理の保持時間は、３０分未満であると析出が十分でなく、一方、保持時間が１２時間を超
えると、本発明の温度範囲内でも高温側では析出粒子が再固溶する危険がある上、コスト
も増加する。本発明はこのように従来より低温で均質化処理を行うので、省エネルギーの
上でも有利である。
【００２８】
均質化処理後、熱間圧延を一般に数回以上の圧延パスにより行う。本発明においては、熱
間圧延途中で再結晶を発現させないことが必須である。そのために、均質化処理により生
成した微細析出物の存在が重要である。この微細析出物が再結晶の発現を遅延させる。そ
れは、熱間圧延の加工歪みとして導入された転位を微細析出物が補足あるいはピンニング
し、回復・再結晶過程の開始・進行を阻止するためである。このように熱間圧延途中での
再結晶の発現を阻止して加工歪みを最終パス後にまで蓄積保持し、最終パス後に一気に再
結晶を発現させることにより熱間圧延板表面層に均一微細な再結晶粒組織を生成させる。
【００２９】
熱間圧延は、均質化処理後直ちに開始してもよいし、均質化処理後に鋳塊の表面を面削し
、所定温度に再加熱してから開始してもよい。本発明においては、熱間圧延パス間の組織
および熱間圧延終了後の組織を制御するために、前記均質化処理条件の制御が必須である
。また、熱間圧延の開始温度および終了温度を制御すると、本発明の素板を容易に製造す
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ることができる。
【００３０】
　熱間圧延の開始温度は、３００～４８０℃ 熱間圧延開始温度が３００℃未満で
は、圧延抵抗が高いため安定した熱間圧延が困難である。一方、熱間圧延開始温度が４８
０℃を超えると、通常の熱間圧延速度ではパス間で再結晶が発現し易く、また再結晶粒の
成長もし易く、加工歪みが開放される結果、最終パス後まで加工歪みを蓄積保持して一気
に再結晶を発現させることが困難になり、特に熱間圧延板表面層に均一微細な再結晶粒組
織を生成させることが困難になり、粗大な再結晶粒が生じ易い。
【００３１】
　熱間圧延の終了温度は、２００～３８０℃ また、熱間圧延の終了時板厚は２～
１０ｍｍが望ましい。この範囲の終了温度および終了時板厚とすることにより、熱間圧延
最終パス後に特別な加熱や保温等を必要とせずに単純に放冷するだけで、材料自身の持つ
余熱により容易に再結晶を起こさせることができるし、後工程における冷間圧延にも好都
合な板厚が得られる。熱間圧延終了時板厚は、３．５～７ｍｍとすると更に望ましい。
【００３２】
　熱間圧延の最終パスにおける圧延率（＝圧下率、リダクション）は５５％以上とす
本発明においては、再結晶を最終パス後に発現させるので、最終パスによる加工歪みが再
結晶に最も大きい影響を及ぼす。したがって、最終パスで上記圧延率により大きな加工歪
み付与 最終的に熱間圧延板表面層に均一微細な再結晶粒組織を生成させ すなわ
ち、最終パスを５５％以上の圧延率で行うことにより、熱間圧延板の少なくとも表面層に
おいて圧延方向に直角の方向の平均再結晶粒サイズ５０μｍ未満、同じく最大結晶粒サイ
ズ１００μｍ未満が容易に得られる。
【００３３】
　本発明において、熱間圧延板の表面層とは、厚さ１０ｍｍ以下の熱間圧延板の場合には
板表面から深さ８００μｍ程度までの領域であるが、その内で更に電気化学的粗面化時の
エッチング除去深さを考慮した範囲の領域である。すなわち、熱間圧延板は、冷間圧延に
よって最終的に厚さ０．１５～０．５ｍｍ程度の合金素板となった後、電気化学的粗面化
により表面１０～２０μｍ程度がエッチング除去される。その結果、素板本来の表面から
このエッチング除去深さだけ素板内部に入った位置が最終的な粗面化面として露出される
。素板のエッチング除去深さを熱間圧延板の表面からの深さに換算し、粗面化面の凹凸を
十分に包含するようにある程度の厚さを考慮したものが熱間圧延板表面層である。

熱間圧延板が厚さ２～１０ｍｍの場合には、表面層は深さ２００μｍから深さ８００
μｍまでの間の領域を指す。
【００３４】
ここで、熱間圧延板の厚さが１０ｍｍ以下の場合には、上記のような表面層内にある再結
晶粒のサイズは板厚方向で実質的に変化しないから、熱間圧延板表面層の再結晶粒サイズ
の評価は、熱間圧延板表面の再結晶粒サイズの測定により求めることができる。
本発明においては、熱間圧延板の少なくとも表面層が均一微細な再結晶粒組織であれば良
い。すなわち、熱間圧延板の芯部については、均一微細な再結晶組織であるか否かは問わ
ず、いずれでも良い。平版印刷版支持体のストリークスあるいは筋模様は電気化学的粗面
化処理によって顕在化するものであり、板の芯部はストリークスあるいは筋模様の生成に
直接関与しないからである。
【００３５】
熱間圧延の途中で再結晶したか否かの判定は、熱間圧延最終パス直前の材料の組織観察に
より容易に行うことができる。熱間圧延途中で再結晶していない場合は、鋳造組織の結晶
粒が圧延方向に長く伸びた繊維状の加工組織となる。これに対して、熱間圧延途中で再結
晶した場合には、その再結晶以前に形成されていた繊維状加工組織は消失するため、熱間
圧延途中で再結晶しなかった場合に比べて加工組織の伸び率が小さいか、あるいは加工組
織が消失している。
【００３６】
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本発明によるアルミニウム合金素板の機械的性質の特徴の一つは、冷間圧延による加工硬
化が少ないことである。本発明では、従来より低温の３５０～４８０℃で行う均質化処理
において、鋳造時に過飽和に固溶していたＦｅが金属間化合物として微細に多数析出する
ので、Ｆｅ固溶量が少なくなっているため、冷間圧延工程において中間焼鈍や最終焼鈍を
行わなくても、大きな加工硬化が起きず、引張強度があまり高くならない。したがって、
中間焼鈍や最終焼鈍を省略して冷間圧延を行った場合でも、支持体の版胴巻き付け性や曲
げ加工性が良好であるため、印刷中に巻き付け部や曲げ加工部での亀裂発生が低減され、
耐刷性が向上する。
【００３７】
従来は、均質化処理温度が高く、微細析出物が存在せず、また析出によるＦｅ固溶量の低
下がなかったので、冷間圧延での中間焼鈍あるいは最終焼鈍を省略すると素板の引張強度
が高くなるため、支持体としての版胴巻き付け性や曲げ加工性が低下し、印刷中に巻き付
け部や曲げ加工部で亀裂発生が起き易く、耐刷性が低下してしまう。そのため従来は、冷
間圧延工程で中間焼鈍を省略することはできなかった。
【００３８】
本発明は、以上説明したように鋳造－面削－均質化処理－熱間圧延－冷間圧延を経て平版
印刷版用アルミニウム合金素板を製造するが、必要に応じて冷間圧延途中の中間焼鈍およ
び／または冷間圧延終了後の最終焼鈍を行ってもよい。また、冷間圧延終了後に、平坦度
を向上させるためのレベラー矯正を行うこともできる。
【００３９】
冷間圧延途中の中間焼鈍あるいは最終焼鈍は、必要に応じて行ってもよい。その場合の焼
鈍方法はバッチ焼鈍あるいは連続焼鈍のいずれでもよい。
バッチ焼鈍は、典型的には、温度２００～６００℃、保持時間１～２４時間で行う。温度
が２００℃未満では、冷間圧延による加工硬化を除去する焼鈍効果が不十分である。温度
が６００℃を超えると再結晶粒が粗大化し、電気化学的方法により外観均一性の高い粗面
化面が得られないし、機械的性質も劣化して良好な耐刷性が得られない。保持時間が１時
間未満では、加工効果を除去する焼鈍効果が不十分である。保持時間が２４時間を超える
と、焼鈍効果が飽和してしまい、単に不経済なだけである。
【００４０】
連続焼鈍は、典型的には、連続焼鈍装置を用い、昇温速度１℃／ sec 以上で加熱温度３５
０～６００℃に加熱し、所定温度に到達した後、降温速度１℃／ sec 以上で、望ましくは
降温速度５００℃／ sec 以上の水冷により、１００℃以下にまで冷却することにより行う
。連続焼鈍装置は特に限定しないが、加熱方法がアルミニウム合金自体の発熱を利用する
磁気誘導加熱（ Transverse Flux Induction Heating)方式は、アルミニウム合金板表面の
酸化皮膜生成量が少なく、板表面への悪影響が少ないので望ましい。
【００４１】
【実施例】
〔実施例１〕
表１に示した種々の化学組成のアルミニウム合金の溶湯を調製した。表１中、合金Ａ～Ｈ
は本発明の組成範囲内であり、合金Ｉ～Ｌは本発明の組成範囲外である。
【００４２】
各アルミニウム合金溶湯を半連続鋳造して厚さ５６０ｍｍの鋳塊とし、鋳塊の両面を１０
ｍｍずつ面削して厚さ５４０ｍｍとした。
次に、４時間の均質化処理を施した後、可逆式圧延機を用いて熱間圧延を行って厚さ６ｍ
ｍの熱間圧延板を得た。熱間圧延は、パス回数１５回で行い、パス間時間は全て１０秒～
１．５分の範囲内であった。表２に、均質化処理温度と、熱間圧延の開始温度、終了温度
、および最終パス圧延率を示す。表２中、試料 No. １～５は均質化処理および熱間圧延の
各条件が本発明の範囲内であり、試料 No. ６～１２は少なくともいずれかの条件が本発明
の範囲外である。
【００４３】

10

20

30

40

50

(8) JP 3693485 B2 2005.9.7



次いで、上記の熱間圧延板を冷間圧延して、厚さ０．２４ｍｍの冷間圧延板である素板を
得た。
表２の製造条件により得られた本発明例（試料 No. １～５）および比較例（試料 No. ６～
１２）の各合金素板について、熱間圧延板表面層の再結晶粒サイズ、冷間圧延板の電気化
学的粗面化面のピット形状の均一性および外観均一性、Ｆｅ固溶量、引張強度、バーニン
グ処理後の耐力を測定した結果を、表２に併せて示す。各測定は下記のようにして行った
。
【００４４】
（１）熱間圧延板表面層の再結晶粒サイズ
熱間圧延板表面を鏡面研磨後、パーカー氏液（１１ｍＬ／Ｌ硼弗酸溶液）を用いて陽極酸
化処理した後、偏光顕微鏡によって結晶粒観察を行い、圧延方向に直角な方向の直線法に
より結晶粒サイズを測定した。得られた結晶粒サイズの最小値、最大値および平均値を表
２に併せて示す。
【００４５】
また、熱間圧延最終パス直前の熱間圧延板の結晶粒組織を上記と同様にして観察した。
（２）電気化学的粗面化面のピット均一性
冷間圧延後により得られた合金素板をバミストン／水の懸濁液でブラシグレイニングした
後、アルカリエッチングおよびデスマット処理を施した。
【００４６】
次に、極性が交互に入れ替わる電解波形を持つ電源を用いて、１％硝酸中で陽極時電気量
が１５０クーロン／ｄｍ 2  となる電解エッチングにより電気化学的粗面化を行った。
硫酸中で洗浄した後、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）により粗面化面を観察した。評価は、
砂目（エッチピット）が均一なものを「良好（○）」、未エッチ部の多いものや不均一な
ものは「不良（×）」とした。
【００４７】
（３）電気化学的粗面化面の外観均一性
上記（２）と同様の方法で電解粗面化までを行った後、硫酸中で洗浄し、硫酸中で陽極酸
化皮膜を形成させてから、粗面化面の目視観察により外観の均一性を評価した。ストリー
クスが殆どなく筋模様が認められない程度に外観が均一なものは「良好（○）」、ストリ
ークスが僅かにあり筋模様の多少認められ、外観が許容できる程には均一でないものは「
やや不良（△）」、ストリークスが多く、筋模様がはっきり認められ、外観が均一でない
ものは「不良（×）」とした。
【００４８】
（４）Ｆｅ固溶量
冷間圧延により得られた合金素板を熱フェノールによって溶解し、溶解されたマトリクス
と溶解残差渣としての金属間化合物とを濾過により分離し、濾過をくぐり抜けた微細な金
属間化合物を１０％クエン酸溶液との抽出によって分離し、濾液中の固溶された元素とし
てのＦｅ量をＩＰＣ発光分析装置によって測定した。
【００４９】
（５）引張強度
冷間圧延により得られた合金素板からＪＩＳ１３号Ｂ引張試験片を作製し、引張強度σＢ
を測定した。
（６）バーニング処理後の耐力
冷間圧延により得られた合金素板に、２７０℃で７分間加熱するバーニング処理を施した
後、ＪＩＳ１３号Ｂ試験片を作製して、耐力σ 0 . 2  を測定した。
【００５０】
なお、熱間圧延途中での再結晶の発現の有無を判定するために、表２中の各試料 No. と同
じ条件で熱間圧延までを行った厚さ６ｍｍの熱間圧延板の最終パス直前の熱延板の組織を
観察した。その結果、本発明例（試料 No. １～５）と同じ条件の最終パス直前の熱間圧延
板および試料 No. ６の比較例と同じ条件の最終パス直前の熱間圧延板は、結晶粒が圧延方
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向に長く伸びた繊維状加工組織が顕著であり、熱間圧延途中で再結晶が起きていないこと
が確認された。これらに比べて試料 No. ７，８の比較例と同じ条件の最終パス直前の熱間
圧延板は、結晶粒の伸び率が小さく、熱間圧延途中で再結晶が起きたことが確認された。
【００５１】
表２の結果から、合金の化学組成が本発明の範囲外の試料 No. ９～１２（合金Ｉ～Ｌ）は
、電気化学的粗面化面のピット形状が均一でないことが分かる。
また、本発明例である試料 No. １～５は、上述したように熱間圧延途中で再結晶していな
いため、熱間圧延板表面層の平均結晶粒サイズが５０μｍ未満であり、最大値も９５μｍ
以下と、微細で均一な再結晶粒組織が得られた。それにより、電気化学的粗面化面に筋模
様が観察されず、良好な外観均一性が得られた。また、引張強度が低いため、良好な版胴
巻き付け性や曲げ加工性を確保できる。
【００５２】
更に、バーニング処理後の０．２％耐力も高いため、バーニング処理を必要とする品種に
用いた場合も、十分な耐刷性を確保できる。
これに対して比較例の試料 No. ６は、熱間圧延途中で再結晶はしていないが、熱間圧延最
終パスの圧延率が３０％と低かったため、熱間圧延板表面層の平均再結晶粒サイズが１５
０μｍと大きく、冷間圧延板（素板）の粗面化面に筋模様が明瞭に観察され、外観均一性
が得られなかった。また、引張強度が高いため、良好な版胴巻き付け性および曲げ加工性
を確保できない。
【００５３】
比較例の試料 No. ７は、均質化処理温度、熱間圧延の開始温度および終了温度が高いため
、熱間圧延途中で再結晶が起きており、熱間圧延板表面層の平均再結晶粒サイズが２５０
μｍと大きく、冷間圧延板（素板）の粗面化面に筋模様が明瞭に観察され、外観均一性が
得られなかった。また、引張強度が高いため、良好な版胴巻き付け性および曲げ加工性を
確保できない。
【００５４】
比較例の試料 No. ８は、均質化処理温度が高いため、熱間圧延途中で再結晶しており、熱
間圧延板表面層の平均再結晶粒サイズが１３０μｍと大きく、冷間圧延板（素板）の粗面
化面に筋模様が明瞭に観察され、外観均一性が得られなかった。また、引張強度が高いた
め、良好な版胴巻き付け性および曲げ加工性を確保できない。
比較例の試料 No. ９，１０，１１，１２は、合金組成が本発明の範囲外であるため、電気
化学的粗面化面のピット形状が不均一であり、素板として不適当であることが明らかであ
った。そのため、熱間圧延板の再結晶粒組織、冷間圧延板（素板）の粗面化面の外観均一
性、Ｆｅ固溶量、引張強度およびバーニング処理後の耐力については、測定を行わなかっ
た。
【００５５】
〔実施例２〕
表１に示した本発明の組成範囲内の合金Ａ～Ｈを用い、表２に示した実施例１の試料 No. 
１～８と同一条件で熱間圧延までを行って厚さ６ｍｍの熱間圧延板を製造し、冷間圧延に
より厚さ１ｍｍとした後、中間焼鈍を行い、更に最終冷間圧延を行って厚さ０．２４ｍｍ
の冷間圧延板（素板）を得た。中間焼鈍は、バッチ焼鈍または連続焼鈍により行った。バ
ッチ焼鈍の場合、５０℃／ sec の昇温速度で昇温して所定温度で１時間保持した後に室温
まで空冷した。また、連続焼鈍は磁気誘導加熱方式により行い、３００℃／ sec の昇温速
度で急速加熱して所定温度に到達後直ちに水冷した。上記製板工程の各条件を表３にまと
めて示す。
【００５６】
表３の製板工程により得られた本発明例の試料 No. １３～２２および比較例の試料 No. ２
３～２８の各合金素板について、実施例１と同様の手順および条件で、電気化学的粗面化
面のピット形状均一性および外観均一性、Ｆｅ固溶量、引張強度、バーニング処理後の耐
力を測定した。これらの測定結果を表３に併せて示す。
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【００５７】
表３の結果から分かるように、本発明例の試料 No. １３～２２および比較例の試料 No. ２
３～２８はいずれも本発明の合金組成範囲内であるため、電気化学的粗面化面のピット形
状均一性は良好である。
また、本発明例の試料 No. １３～２２は、熱間圧延までの製造条件を実施例１の本発明例
の試料 No. １～５と同じ条件としており、熱間圧延途中で再結晶していないため、熱間圧
延板表面層の平均再結晶粒サイズが５０μｍ未満と微細であり、冷間圧延板（素板）の粗
面化面に筋模様が観察されず、良好な外観均一性が得られた。また、引張強度が低いため
、良好な版胴巻き付け性および曲げ加工性を確保できる。更に、バーニング処理後の０．
２％耐力が高いため、バーニング処理を必要とする品種に用いた場合も、十分な耐刷性を
確保できる。
【００５８】
これに対し、比較例の試料 No. ２３，２４は、熱間圧延までの製造条件を実施例１の試料
No. ６と同じ条件としており、熱間圧延途中で再結晶していないが、熱間圧延最終パスの
圧延率が３０％と低かったため、熱間圧延板表面層の平均再結晶粒サイズが１５０μｍと
大きい。そのため、冷間圧延工程において中間焼鈍を行ったにもかかわらず、冷間圧延板
（素板）の粗面化面に筋模様が明瞭に観察され、良好な外観均一性が得られなかった。
【００５９】
比較例の試料 No. ２５，２６は、熱間圧延まの製造条件を実施例１の試料 No. ７と同じ条
件としており、熱間圧延途中で再結晶しているため、熱間圧延板表面層の平均再結晶粒サ
イズが２５０μｍと大きい。そのため、冷間圧延工程において中間焼鈍を行ったにもかか
わらず、冷間圧延板（素板）の粗面化面に筋模様が明瞭に観察され、良好な外観均一性が
得られなかった。
【００６０】
比較例の試料 No. ２７，２８は、熱間圧延までの製造条件を実施例１の試料 No. ８と同じ
条件としており、熱間圧延途中で再結晶しているため、熱間圧延板表面層の平均再結晶粒
サイズが１３０μｍと大きい。そのため、冷間圧延工程において中間焼鈍を行ったにもか
かわらず、冷間圧延板（素板）の粗面化面に筋模様が明瞭に観察され、良好な外観均一性
が得られなかった。
【００６１】
【表１】
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【００６２】
【表２】
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【００６３】
【表３】
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【００６４】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば、鋳塊の均質化処理を従来よりも低温で行い微細な
金属間化合物を析出させて熱間圧延途中での再結晶の発現を阻止し、熱間圧延最終パス後
に一気に再結晶させることにより、熱間圧延板表面層の再結晶粒サイズを均一微細に制御
することができ、この熱間圧延板を通常の方法で冷間圧延することにより、電気化学的粗
面化面のピット形状が均一で且つ筋模様の観察されない均一な外観を確保した平版印刷版
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用アルミニウム合金素板を製造することができる。
【００６５】
更に、本発明のアルミニウム合金素板は、均質化処理で固溶元素（特にＦｅ）を金属間化
合物として析出させ固溶量を低減したことにより、引張強度が低いため、版胴捲き付け性
および曲げ加工性が良好である。またバーニング処理後の耐力が高いため、バーニング処
理が必要な場合にも十分な耐刷性を確保できる。
また、鋳塊の均質化処理を低温で行うことは、省エネルギーの観点からも有利である。
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